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メディアで情報を流すだけでなく
重要なのは「顧客行動の分析」

　松田氏はリテールメディアで重要な
ことは、ファーストパーティ・データに基
づく、なぜ購買したか、購買しなかっ
たのか、あるいは、メディアに対する消
費者インサイト（深い心理状況）など、
「顧客行動の分析」だという。
　ただメディアから情報を発信するだ
けでなく、その情報によって、相手がど
のような心理になり、それを行動に移
したか（移さなかったか）を見極め、そ
れらをデータとして蓄積し、新しい施
策へ生かす。これができなければ、メ
ディア価値は上がらず市場も拡大し
ない。
　「消費者のインサイトを分析せず
に、ただメディアで情報を流すだけで
は、こうやれば成功するという『勝ち
筋』の再現性がなく、繰り返し成功事
例を積み重ねていくこともできません。
『データ』、『コンテンツ』、『パーソナイ
ゼーション』リテールメディア成功には
この3つが重要で、カタリナはこれらを
常に高いレベルで実行できるよう注力
しています。
　米国でリテールメディアが成功して
いるのは、小売側がこれらを理解し
て実行しているからです。それに加
えて、『ネットワーク』も重要な意味を
持ってきます。例えば、アメリカのウォル

マートは全米に膨大な客数を持ち、こ
れをネットワークとして活用することで
ファーストパーティ・データの収集、自
社媒体の提供、効果検証などを行い、
高い広告効果を出して広告事業を拡
大しています。
　カタリナの参画する小売業の総購
買規模は10兆円に及び、分析可能な
IDの総数は約7,800万あります。これ
らを活用して、顧客データを分析し、
レジで渡す紙のクーポンやスマホアプ
リに配信するデジタルクーポンなどを
メディアとして展開。そのメディアがど
のように使われた、購買に繋がったか
などを分析し、広告主にフィードバック
することで、広告効果を挙げています」
（松田氏）

リテールメディア独自の価値を
提供することで市場拡大

　Amazonやウォルマートなどアメリカ
大手小売業の成功を見て、日本でもリ
テールメディア拡大の機運が高まって
いる。しかし、現状は経営層からの期
待を受けて、商品部がメーカーとの取
引関係を生かして、自社メディアへの
広告出稿をメーカーに依頼、メーカー
は営業活動の範囲（予算）で、広告出
稿するケースが多い。
　極端なケースでは、経営層がリテー
ルメディア収入の数値目標を設定し

て、現場が苦労するというケースもあ
るという。可能性が大きく注目され、
メーカーの営業予算からメディア費用
を分配されるので、媒体側（小売）は
多少の利益を得るが、広告を出稿す
る側（メーカー）、受ける側（消費者）
の満足度が十分に上がっていない実
情も垣間見える。
　こうした状況では、リテールメディア
を健全に成長させ、出稿側、受ける
側、媒体側の三方よしにつなげること
は難しい。
　「仕事柄、小売業様はもちろんのこ
と、広告主であるメーカー様ともリテー
ルメディアの議論をすることが最近よ
くあります。メーカー様が求めるのは、
テレビCMやSNSとも違う、購買に近い
ところで展開される広告、すなわち購
買データ（ファーストパーティ・データ）
を活用することでしかできない顧客行
動の分析、購買率、購買に至らなくて
も、広告を受けた相手のインサイトま
でを分析してリポートしてもらうことで
す。それがリテールメディアに出稿す
る目的であり、それらが分かることに
意義を感じています」（松田氏）
　現状、松田氏が語るようなレベルに
まで到達している、小売業、リテールメ
ディアは少ないだろう。ちなみに、カタリ
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ナのターゲットオファーはそれらをクリ
アーできるという。
　さらに、松田氏が強調するのは「お
客様が喜ぶ延長線上に、リテールメ
ディアは存在すべき」ということであ
る。そこを考えて設計することが、リ
テールメディア発展のためには必須と
なる。
　通常の広告で重要とされるCPM
（千回表示で発生する広告費用）と
か認知の向上、購買意欲の上昇と
いった中間KPIよりは、リテールメディ
アの重要な役割は購買の事実との因
果を探る。すなわち、購買がどれだけ
上がったか、買わなかった理由はどこ
にあると思われるかなど、購買データ
ベースの効果検証だ。カタリナが「事
実マーケティング」と呼んでいるプロ
セスである。
　メーカーは広告代理店などと組ん
で、リテールメディアの効果検証に関
しても熱心に研究しており、小売側に
もメディア提供者としての知識と経験
が求められる。メーカーの信頼を勝ち
得るためにも切り取り的な曖昧な中間
KPIによる効果検証は、小売側は意

思を持って避けなければならない。

小売、メーカーが人材、組織を
整備すれば、市場拡大が見える

　リテールメディアはこれまでのメー
カー側の広告計画にはなかった新た
な枠組みである。現状は、小売の商
品部がメーカーの営業に依頼して出
稿しているケースが多い。メーカーは
小売との取引量が多ければ、多いほ
どこれを受け入れざるを得なくなる。
　結果的にメーカーは、広告効果を
期待するのではなく、取引関係を円滑
にすることが出稿の目的となり、メディ
アの発展性は先細りしてしまう。
　あるべき姿はメーカーのマーケティ
ング予算を配分して、先述のように、
広告による実購買変化とそれに伴う
態度変容等ファーストパーティ・データ
で得られる分析を出稿の対価として
返すことだ。そのためには、メーカー、
小売はどのような体制が望ましいのか
を松田氏に聞いた。
　「まず、メーカー様ですが、テレビ
CMなどでは分からないことを探求し

たい、ファーストパーティ・データを活
用してカスタマーインサイトを知りたい
という動機でマーケティング予算をリ
テールメディアに配分します。こういう
動機、探究心を持った人材を置くこと
が重要でしょう。
　小売業様側は、今述べたようなメー
カー様側の目的を理解して対応でき
る人材、メディアの運用経験のある人
材を中途採用することが必要になる
でしょう。その上で、商品部や販促部
と連携してデータ分析できる組織をつ
くることが重要です。このような人材、
組織がメーカー、小売双方に揃ってく
れば、予算の流れも変わってくるでしょ
う」
　現状、リテールメディアという言葉が
一人歩きしている感もあるが、松田氏
が語っているように、小売が持つ購買
データを使って、広告の目的を達成す
るようなターゲットの選別、クリエイティ
ブの作成、メディアで広告展開した
後の分析、これらの技術を実装して、
メーカーの期待に応えられるようにな
れば、リテールメディアの市場拡大が
見えてくる。 
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広告代理店とのTV視聴データと連携し、購買ターゲティングによる「カタリナアド」
広告配信をした場合にどのような接触の時に実際に購買がUPするのかをデータ活
用によって可視化しメディアインサイトを提供。

TVCM・デジタル広告ともに、自社非購買者へ当てることで購買率が上昇。
リフト幅は、TVCM＋デジタル > デジタル >TVCMの順で大きい。

TVCMとデジタルの両面で接触することで、自社購買の新規間口獲得効果を最大化させることがわかった。
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［画像1］　飲料カテゴリーでの事例紹介


